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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第２四半期連結
累計期間

第98期
第２四半期連結
累計期間

第97期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 264,146 290,181 587,571

経常利益 （百万円） 9,322 14,339 25,405

四半期（当期）純利益 （百万円） 6,444 10,005 24,830

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 11,329 8,951 31,207

純資産額 （百万円） 114,585 114,603 119,472

総資産額 （百万円） 438,866 443,887 457,408

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 20.75 32.98 81.36

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 17.34 31.88 67.98

自己資本比率 （％） 26.1 25.8 26.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △21,832 △5,419 55,267

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,157 △205 29,395

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △10,826 △23,260 △65,425

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 91,882 108,752 137,689

 

回次
第97期

第２四半期連結
会計期間

第98期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.58 19.70

　(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　平成25年10月１日付で普通株式及び第１回Ｂ種優先株式５株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４　平成26年７月14日に、残存していた第１回Ｂ種優先株式6,000,000株全ての償還のための取得及び消却が完

了したため、第98期第２四半期連結累計期間の末日において、潜在株式は存在しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

　平成26年７月14日に、残存していた第１回Ｂ種優先株式6,000,000株全ての償還のための取得及び消却が完了した

ため、前事業年度の有価証券報告書に記載した「(14)優先株式」は消滅しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における国内経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動等がありました

が、雇用・所得環境に改善が見られる等、緩やかな回復基調が続いております。

マンション市場においては、当第２四半期連結累計期間における新規供給戸数は、首都圏で１万9,944戸(前年同

期比32.1％減)、近畿圏で9,562戸(同29.3％減)となりました。消費税率引き上げによる影響を見極めるため、様子

見・慎重姿勢が強まり、想定を超える減少となりました。一方、初月販売率は首都圏で76.8％(同4.1ポイント

減)、近畿圏は77.2％(同4.6ポイント減)と、前年同期は下回ったものの75％を上回っており、堅調に推移していま

す。その結果、当第２四半期連結会計期間末の在庫の状況を表す分譲中戸数は、首都圏で3,505戸、近畿圏で2,090

戸と、依然低水準で推移しています。

このような中、当第２四半期連結累計期間における業績は、不動産売上高が減少しましたが、マンション建築工

事の施工量増大に伴い完成工事高及び設計監理売上高が増加したことから、売上高2,902億円（前年同期比9.9％

増）となり、主にマンション建築工事の施工量増大及び完成工事総利益率の改善により、営業利益146億円（同

36.0％増）、経常利益143億円（同53.8％増）、四半期純利益は100億円（同55.3％増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを、従来の「設計施工関連事業」、「不動産関連事業」及び

「住宅関連サービス事業」の３区分から、新規の住宅供給等を主なマーケットとする「建設関連事業」、既存の住

宅関連等を中心とする「サービス関連事業」及び海外における不動産の開発・販売等を行う「海外関連事業」の３

区分に変更しております。

これは、当連結会計年度から新中期経営計画「ｎｅｗｂｏｒｎ ＨＡＳＥＫＯ Ｓｔｅｐ Ｕｐ Ｐｌａｎ（略称：

ＮＢｓ（エヌ・ビー・エス）計画）」をスタートさせたことに伴い、事業セグメントの見直しを行ったことによる

ものであります。

主な変更点として、従来の「設計施工関連事業」と、主に新築マンションの工事受注に付随する不動産取引等を

合わせて「建設関連事業」とし、従来の「住宅関連サービス事業」と、主にエンドユーザー向けビジネスであるマ

ンションの販売受託、不動産の流通仲介、マンションのリノベーション等を合わせて「サービス関連事業」としま

した。また、その他に含まれていた海外事業を独立させ「海外関連事業」としました。

下記の前年同期比につきましては、前年同期の数値を変更後の報告セグメントの区分に組替えた数値との比較と

なっております。

 

(単位：億円)
 

 建設関連事業 サービス関連事業 海外関連事業

売上高 2,192 (+146) 640 (+54) 92 (+49)

営業利益 131 (+46) 21 (-12) △2 (+3)

　（　）内は前年同期比増減額
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①　建設関連事業

建設関連事業において、建築工事では、資材価格の高騰、労務不足による建築費の上昇の懸念はありますが、

マンション建設に特化することによるコスト競争力・商品企画力について事業主からの高い評価を頂いている中

で、受注時の工事採算と当期の完成工事総利益率は共に改善傾向にあります。

分譲マンション新築工事の受注は、首都圏で200戸以上の大規模物件13件を含む46件、近畿圏で200戸以上の大

規模物件７件を含む17件、東西合計で63件となりました。また、分譲マンション以外の工事として、ＰＦＩ方式

による建替事業である「公務員宿舎勝島町住宅（仮称）整備事業」（東京都品川区、479戸）、「（仮称）吹田

市営新佐竹台住宅集約建替事業」（大阪府吹田市、240戸）を受注しました。

完成工事につきましては、賃貸住宅等３件を含む計35件を竣工させました。

設計・監理では、55万戸を超える累計施工実績の中で提案してきた企画や技術、ノウハウの蓄積を活用して、

マンションの基本性能の充実、可変性の向上、環境・防災性能の確保に積極的に取り組んでおります。

首都圏では、「ミソラシア横浜桜ヶ丘」（横浜市保土ヶ谷区、306戸）が竣工しました。丘の上の起伏豊かな

地形を活かし、桜を植樹した遊歩道や、既存樹のクスノキをシンボルとした広場、家庭菜園スペースを設け、四

季の変化を身近で楽しめる自然豊かな環境を創出しました。

また、分譲マンション以外の工事では、土地の有効活用のご提案として、当社グループが運営する住宅型有料

老人ホーム「メディカルケア　センチュリーハウス藤沢」（神奈川県藤沢市、88戸）が竣工しました。

近畿圏では、敷地内に保育施設と児童遊園を併設し、「大阪市子育て安心マンション」とミキハウス子育て総

研「子育てにやさしい住まいと環境」の同時認定を受けた「ジオ新町」（大阪市西区、382戸）が竣工しまし

た。本物件は、「職住近接」に「育」という概念を加えたライフスタイルの提案と、地域社会への子育てインフ

ラを提供したデザインコンセプトが評価され、2014年度グッドデザイン賞を受賞しました。

マンション分譲では、当期に新たに完成した５物件他の販売及び引渡しを行いました。

以上の結果、当セグメントにおいては、売上高2,192億円（前年同期比7.1％増）となり、主にマンション建築

工事の施工量増大及び完成工事総利益率の改善により、営業利益131億円（同53.4％増）となりました。

 

当期の主な受注、完成工事及び分譲事業物件は以下のとおりです。

［主な受注工事］   

名称 所在 規模

グレーシアシティ川崎大師河原 川崎市川崎区 558戸

ガーデンゲート千葉ニュータウン中央 千葉県印西市 468戸

（仮称）平井４丁目計画 東京都江戸川区 357戸

シティテラス神崎川駅前　１街区 大阪市淀川区 411戸

（仮称）UP！LANDいばらき新街区創造

プロジェクト
大阪府茨木市 283戸

 

［主な完成工事］   

名称 所在 規模

オハナ　ふじみ野上野台ブロッサム 埼玉県ふじみ野市 381戸

ミソラシア横浜桜ヶ丘 横浜市保土ヶ谷区 306戸

オハナ　北戸田ガーデニア 埼玉県戸田市 277戸

ジオ新町 大阪市西区 382戸

尼崎Ｄ．Ｃ．グランスクエア　ＮＯＲＴＨ 兵庫県尼崎市 234戸

 

［主な分譲事業物件］   

名称 所在 規模

グレーシア横濱ベイ 横浜市中区 192戸

ハイコート山手パレ244 横浜市中区 39戸

セントハート藤が丘 愛知県長久手市 352戸

尼崎Ｄ．Ｃ．グランスクエア　ＮＯＲＴＨ 兵庫県尼崎市 234戸

アルバックス覚王山ブランシェ 名古屋市千種区 137戸
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②　サービス関連事業

サービス関連事業において、分譲マンション管理では、受注競争が激しい環境下ではありましたが、管理戸数

は305,495戸（前期末比0.7％増）となりました。

大規模修繕工事・インテリアリフォームでは、前年同期の消費税率引き上げに伴う経過措置期限前の影響の反

動を受けた結果、受注高は156億円（前年同期比27.0％減）となりました。

賃貸マンション運営管理・社宅管理代行の運営戸数は、両事業合計で96,397戸（前期末比1.8％増）となりま

した。

シニアサービスでは、有料老人ホーム・高齢者向け住宅の稼働数は1,938戸（同3.0％増）となりました。

マンション販売受託では、契約戸数・引渡戸数共に減少しました。

不動産流通仲介では、仲介の取扱件数は減少しましたが、リノベーション事業の販売戸数は増加しました。

以上の結果、当セグメントにおいては、売上高640億円（前年同期比9.3％増）となりましたが、前年同期の消

費税率引き上げに伴う経過措置期限前の影響の反動、サービス関連事業の体制強化に向けた人員の増加、従業員

の処遇改定等の影響により、営業利益21億円（同35.5％減）となりました。

 

当期の主な販売受託物件は以下のとおりです。

［主な販売受託物件］   

名称 所在 規模

オハナ　八王子オークコート 東京都八王子市 346戸

オハナ　鶴間ガーデニア 神奈川県大和市 307戸

グランソシア辰巳の森海浜公園 東京都江東区 185戸

京都桂川つむぎの街　グランスクエア 京都市南区 431戸

メイツブラン長岡京 京都府長岡京市 217戸

 

③　海外関連事業

ハワイ州オアフ島におきまして、戸建分譲事業で引渡戸数が増加したこと、また、初の海外での建築受注とな

る東海大学校舎を着工したこと等により、売上高が増加しました。

以上の結果、当セグメントにおいては、売上高92億円（前年同期比114.9％増）、営業損失２億円（前年同期

は営業損失５億円）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ289億円減少し、

1,088億円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、54億円の資金の減少（前年同期は218億円の資金の減少）となりまし

た。これは主に、たな卸資産の増加による資金の減少によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、２億円の資金の減少（前年同期は62億円の資金の増加）となりました。

これは主に、有形及び無形固定資産の取得による資金の減少によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、233億円の資金の減少（前年同期は108億円の資金の減少）となりまし

た。これは主に、第１回Ｂ種優先株式の取得（自己株式の償還）による資金の減少によるものであります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は、386百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 420,000,000

Ｂ種優先株式 14,000,000

計 434,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 300,794,397 300,794,397
東京証券取引所

市場第１部

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式数は100株

計 300,794,397 300,794,397 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年７月14日

(注)
△6,000,000 300,794,397 － 57,500 － 7,500

　(注)　第１回Ｂ種優先株式6,000,000株の償還による取得及び消却により減少しました。
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）　
東京都港区浜松町２丁目11－３ 22,282 7.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 21,138 7.02

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 12,609 4.19

ＭＳＣＯ　ＣＵＳＴＯＭＥＲ　ＳＥＣ

ＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタンレー

ＭＵＦＧ証券株式会社）

1585 Broadway New York,New York

10036,U.S.A.

(東京都千代田区大手町１丁目９－７)

11,611 3.86

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 7,496 2.49

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー　505225

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

6,570 2.18

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 6,305 2.09

長谷工グループ従業員持株会 東京都港区芝２丁目32－１　 5,929 1.97

モルガンスタンレーアンドカンパニー

エルエルシー

（常任代理人　モルガン・スタンレー

ＭＵＦＧ証券株式会社）　

1585 Broadway New York,New York

10036,U.S.A.

(東京都千代田区大手町１丁目９－７)

5,850 1.94

ザ　チェース　マンハッタン　バン

ク　エヌエイ　ロンドン　エス　エ

ル　オムニバス　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16－13）

5,812 1.93

計 － 105,606 35.10

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が所有している株

式は、全て信託業務に係る株式であります。

 

２　平成26年６月20日付にて株式会社みずほ銀行及びその共同保有者より株券等の大量保有報告書（変更報告

書）が提出されておりますが、共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社の当第２四半期会計期間末現在に

おける実質所有の状況が完全に確認できないため、上記大株主の状況にはみずほ信託銀行株式会社を含めて

おりません。なお、当該大量保有報告書による平成26年６月13日現在の株式保有状況は以下のとおりであ

り、株式会社みずほ銀行の所有株式数には、第１回Ｂ種優先株式1,696千株を含んでいる旨、みずほ証券株

式会社が株券消費貸借契約により、ＢＮＰパリバ証券株式会社から450千株の借入れを行っている旨の記載

があります。

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社みずほ銀行 8,001 2.61

みずほ証券株式会社 609 0.20

みずほ信託銀行株式会社 7,789 2.54
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３　平成26年８月６日付にて三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者より株券等の大量保有報告書が提出

されておりますが、当第２四半期会計期間末現在における実質所有の状況が完全に確認できないため、上記

大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書による平成26年７月31日現在の株式保有状

況は以下のとおりであり、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社が株券消費貸借契約により、

大和証券株式会社から20千株の借入れを行っている旨の記載があります。

 

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 14,667 4.88

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 391 0.13

日興アセットマネジメント株式会社 1,820 0.61

 

４　平成26年10月６日付にて三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及びその共同保有者より株券等の大量保有報告書（変

更報告書）が提出されておりますが、当第２四半期会計期間末現在における実質所有の状況が完全に確認で

きないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書による平成26年９月29日

現在の株式保有状況は以下のとおりであり、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が野村證券との間で信用取引保証

金代用有価証券73千株、大和証券との間で信用取引保証金代用有価証券１千株、三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券との間で信用取引保証金代用有価証券26千株、株券消費貸借契約により、メリルリンチ日本証券

に74千株の貸株を行っている旨、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が株券消費貸借契約によ

り、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社から4,331千株の借株、日本マスタートラスト信託銀行株

式会社から16千株の借株、シティグループ証券株式会社に２千株の貸株を行っている旨の記載があります。

 

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 15,992 5.32

三菱ＵＦＪ投信株式会社 703 0.23

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 5,131 1.71
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　 178,900
－

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

（相互保有株式）

普通株式　　  28,900
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式 300,011,100 3,000,111 同上(注)１,２,４

単元未満株式 普通株式　　 575,497 －
一単元（100株）未満の株式

(注)１,３,４

発行済株式総数 300,794,397 － －

総株主の議決権 － 3,000,111 －

(注) １　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」には、㈱証券保管振替機構名義の株式1,500株（議決

権の数15個）及び60株が含まれております。
 
２　「完全議決権株式（その他）」には、株主名簿上は各社名義となっているが実質的に所有していない相互保

有株式が下記のとおり含まれております。
 

㈱長谷工コミュニティ 200株（議決権の数　2個） ㈱長谷工ライブネット 100株（議決権の数　1個）

 
３　「単元未満株式」には、株主名簿上は各社名義となっているが実質的に所有していない相互保有株式が下記

のとおり含まれております。

㈱長谷工コミュニティ 80株 ㈱長谷工ライブネット 20株

 
４　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に

所有していない株式400株（議決権の数４個）及び当社所有の自己株式89株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱長谷工コーポレーション
東京都港区芝２丁目32－１ 178,900 － 178,900 0.05

(相互保有株式)

大雅工業㈱

兵庫県尼崎市大浜町２丁目

23
28,900 － 28,900 0.00

計 － 207,800 － 207,800 0.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 138,382 109,199

受取手形・完成工事未収入金等 89,732 94,074

未成工事支出金等 5,712 7,790

販売用不動産 22,606 19,392

不動産事業支出金 38,451 55,928

開発用不動産等 42,215 38,027

繰延税金資産 9,346 9,072

その他 10,637 14,278

貸倒引当金 △155 △89

流動資産合計 356,926 347,672

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 37,226 36,272

機械、運搬具及び工具器具備品 9,368 10,335

土地 28,216 28,455

建設仮勘定 153 576

減価償却累計額 △21,079 △21,402

有形固定資産合計 53,883 54,237

無形固定資産   

借地権 689 689

のれん 9,870 9,401

その他 624 613

無形固定資産合計 11,183 10,702

投資その他の資産   

投資有価証券 9,707 9,673

長期貸付金 1,310 1,502

退職給付に係る資産 121 121

繰延税金資産 14,292 10,042

その他 11,046 11,035

貸倒引当金 △1,060 △1,096

投資その他の資産合計 35,416 31,276

固定資産合計 100,482 96,215

資産合計 457,408 443,887
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 107,856 115,559

短期借入金 300 12,900

1年内返済予定の長期借入金 42,149 42,149

未払法人税等 1,880 1,175

未成工事受入金 14,282 13,870

不動産事業受入金 3,998 5,293

完成工事補償引当金 3,081 2,790

工事損失引当金 416 638

賞与引当金 2,996 2,484

役員賞与引当金 111 －

その他 32,630 27,107

流動負債合計 209,699 223,965

固定負債   

長期借入金 102,776 83,516

退職給付に係る負債 9,372 5,287

その他 16,089 16,517

固定負債合計 128,237 105,319

負債合計 337,936 329,284

純資産の部   

株主資本   

資本金 57,500 57,500

資本剰余金 7,500 7,500

利益剰余金 63,764 59,958

自己株式 △132 △135

株主資本合計 128,632 124,823

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,657 2,700

為替換算調整勘定 △7,167 △8,423

退職給付に係る調整累計額 △4,857 △4,729

その他の包括利益累計額合計 △9,367 △10,452

少数株主持分 207 232

純資産合計 119,472 114,603

負債純資産合計 457,408 443,887
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高   

完成工事高 170,385 206,295

設計監理売上高 3,765 4,762

賃貸管理収入 29,426 29,111

不動産売上高 58,058 43,727

その他の事業収入 2,513 6,286

売上高合計 264,146 290,181

売上原価   

完成工事原価 156,705 186,983

設計監理売上原価 1,689 1,792

賃貸管理費用 23,689 23,657

不動産売上原価 53,922 40,774

その他の事業費用 1,796 4,939

売上原価合計 237,801 258,145

売上総利益   

完成工事総利益 13,680 19,312

設計監理売上総利益 2,077 2,970

賃貸管理総利益 5,737 5,454

不動産売上総利益 4,136 2,953

その他の事業総利益 717 1,347

売上総利益合計 26,346 32,036

販売費及び一般管理費 ※ 15,639 ※ 17,476

営業利益 10,707 14,560

営業外収益   

受取利息 176 152

受取配当金 91 359

持分法による投資利益 12 95

その他 453 653

営業外収益合計 732 1,259

営業外費用   

支払利息 1,577 1,265

その他 540 215

営業外費用合計 2,117 1,480

経常利益 9,322 14,339

特別利益   

固定資産売却益 825 301

特別利益合計 825 301

特別損失   

固定資産処分損 40 32

減損損失 514 －

特別損失合計 553 32

税金等調整前四半期純利益 9,594 14,607

法人税、住民税及び事業税 1,268 1,470

法人税等調整額 1,864 3,101

法人税等合計 3,132 4,571

少数株主損益調整前四半期純利益 6,462 10,036

少数株主利益 17 31

四半期純利益 6,444 10,005
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,462 10,036

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 876 32

為替換算調整勘定 3,989 △1,256

退職給付に係る調整額 － 128

持分法適用会社に対する持分相当額 2 11

その他の包括利益合計 4,867 △1,085

四半期包括利益 11,329 8,951

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,311 8,920

少数株主に係る四半期包括利益 17 31
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 9,594 14,607

減価償却費 1,136 1,059

減損損失 514 －

のれん償却額 283 469

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 △30

受取利息及び受取配当金 △267 △511

支払利息 1,577 1,265

持分法による投資損益（△は益） △12 △95

固定資産処分損益（△は益） △786 △268

たな卸資産評価損 227 611

売上債権の増減額（△は増加） 5,767 △4,314

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △256 △2,078

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,005 △12,723

仕入債務の増減額（△は減少） △16,871 7,813

未成工事受入金の増減額（△は減少） 750 △412

その他 △7,335 △7,590

小計 △19,707 △2,197

利息及び配当金の受取額 484 672

利息の支払額 △1,858 △1,348

法人税等の支払額 △750 △2,547

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,832 △5,419

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,139 △1,410

有形及び無形固定資産の売却による収入 7,223 1,765

貸付けによる支出 △796 △865

貸付金の回収による収入 840 679

敷金及び保証金の差入による支出 △159 △505

敷金及び保証金の回収による収入 187 340

その他 1 △208

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,157 △205

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,670 12,600

長期借入れによる収入 20,941 5,700

長期借入金の返済による支出 △26,306 △24,806

自己株式の償還による支出 △10,038 △15,091

自己株式の取得による支出 △3 △3

配当金の支払額 △502 △1,103

少数株主への配当金の支払額 △6 △6

その他 △582 △552

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,826 △23,260

現金及び現金同等物に係る換算差額 144 △52

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,357 △28,937

現金及び現金同等物の期首残高 118,239 137,689

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 91,882 ※ 108,752
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が3,642百万円減少し、利益剰余金が

2,382百万円増加しております。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益に与える影響は軽微であります。

 

EDINET提出書類

株式会社　長谷工コーポレーション(E00090)

四半期報告書

16/23



（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務（保証債務等）

　　保証債務　下記のとおり債務保証を行っております。

(銀行等借入債務)

 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

提携住宅ローン利用顧客　 　1,556件 41,339百万円 提携住宅ローン利用顧客　　　 547件 14,903百万円

不動産等購入ローン利用顧客　 １件 9 不動産等購入ローン利用顧客　　１件 8

有料老人ホーム土地建物所有者 １件 566 有料老人ホーム土地建物所有者 １件 541

計 41,914  15,452

 

(信用保証会社に対する手付金等返済保証債務)

 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

㈱日商エステム 380百万円 ―――――

㈱ジョイント・コーポレーション 15 ㈱ジョイント・コーポレーション 67百万円

㈱モリモト 328 ―――――

計 724  67

 

２　当社は、運転資金の安定的かつ機動的な調達を行うため、取引金融機関５行の協調融資方式によるコミットメ

ントライン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

コミットメントライン
契約の総額

63,000百万円 63,000百万円

借入実行残高 － 12,600

差引額 63,000 50,400

 

３　連結子会社１社は、運転資金の安定的かつ機動的な調達を行うため、取引金融機関１行と当座貸越契約を締結

しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

当座貸越極度額 1,300百万円 1,300百万円

借入実行残高 － －

差引額 1,300 1,300
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年９月30日）

従業員給料手当 6,385百万円 7,044百万円

賞与引当金繰入額 730 901

退職給付費用 358 347

貸倒引当金繰入額 △15 △4

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金預金勘定 92,136百万円 109,199百万円

担保差入定期預金 － △202

保険代理店口預金 △254 △245

現金及び現金同等物 91,882 108,752

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
第１回Ｂ種優先株式 502 7.17 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会

普通株式 902 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

第１回Ｂ種優先株式 201 33.45 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

－ 合計 1,103 － － － －
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

建設関連

事業

サービス

関連事業

海外関連

事業

売上高       

外部顧客への売上高 203,529 56,324 4,293 264,146 － 264,146

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,121 2,273 － 3,394 △3,394 －

計 204,650 58,597 4,293 267,541 △3,394 264,146

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
8,553 3,296 △467 11,383 △676 10,707

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△676百万円には、セグメント間取引消去△224百

万円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△452百万円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており

ます。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

建設関連

事業

サービス

関連事業

海外関連

事業

売上高       

外部顧客への売上高 218,742 62,215 9,224 290,181 － 290,181

セグメント間の内部売上高又は振替高 507 1,823 － 2,330 △2,330 －

計 219,249 64,038 9,224 292,511 △2,330 290,181

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
13,124 2,125 △207 15,042 △482 14,560

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△482百万円には、セグメント間取引消去43百万円

及び各報告セグメントに配分していない全社費用△524百万円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており

ます。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より報告セグメントを、従来の「設計施工関連事業」、「不動産関連事業」

及び「住宅関連サービス事業」の３区分から、新規の住宅供給等を主なマーケットとする「建設関連事

業」、既存の住宅関連等を中心とする「サービス関連事業」及び海外における不動産の開発・販売等を

行う「海外関連事業」の３区分に変更しております。

これは、当連結会計年度から新中期経営計画「ｎｅｗｂｏｒｎ ＨＡＳＥＫＯ Ｓｔｅｐ Ｕｐ Ｐｌａ

ｎ（略称：ＮＢｓ（エヌ・ビー・エス）計画）」をスタートさせたことに伴い、事業セグメントの見直

しを行ったことによるものであります。

主な変更点として、従来の「設計施工関連事業」と、主に新築マンションの工事受注に付随する不動

産取引等を合わせて「建設関連事業」とし、従来の「住宅関連サービス事業」と、主にエンドユーザー

向けビジネスであるマンションの販売受託、不動産の流通仲介、マンションのリノベーション等を合わ

せて「サービス関連事業」としました。また、その他に含まれていた海外事業を独立させ「海外関連事

業」としました。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 20円75銭 32円98銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 6,444 10,005

普通株主に帰属しない金額（百万円） 205 91

優先配当金 (注)2　　　　　　　(167) (－)

優先株式に係る償還差額 (注)3　 　　　　　　(38) (注)4　 　　　　　　(91)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 6,239 9,914

普通株式の期中平均株式数（千株） 300,629 300,617

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円34銭 31円88銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） 205 91

優先配当金 (注)2　　　　　　　(167) (－)

優先株式に係る償還差額 (注)3　 　　　　　　(38) (注)4　 　　　　　　(91)

普通株式増加数（千株） 71,101 13,195

第１回Ｂ種優先株式 (71,101) (13,195)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

(注)１．平成25年10月１日付で普通株式及び第１回Ｂ種優先株式５株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額、普通株式の期中平均株式数及び普通株式増加数を算定しております。

２．第１回Ｂ種優先株式に係る優先配当金であります。

３．当社定款の定めに基づき平成25年７月12日に一部償還した第１回Ｂ種優先株式の償還金額と当該株式の発行

価額との差額であります。

４．当社定款の定めに基づき平成26年７月14日に一部償還した第１回Ｂ種優先株式の償還金額と当該株式の発行

価額との差額であります。

５．平成26年７月14日に、残存していた第１回Ｂ種優先株式6,000,000株全ての償還のための取得及び消却が完了

したため、当第２四半期連結累計期間の末日において、潜在株式は存在しておりません。

６．記載株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成26年11月13日

株式会社　長谷工コーポレーション  

 

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原科　博文

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　勝也

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長谷工

コーポレーションの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長谷工コーポレーション及び連結子会社の平成26年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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